
■ 当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資

料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料作成
時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産に
は為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。
投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご
覧ください。

2019年9月4日

1/1

米中貿易摩擦のこれまでの経緯

楽読
（ラクヨミ）

Ｖｏｌ.
1,522

昨年以降、米中の貿易摩擦を背景に、両国間で追加関税の応酬が続いており、グローバル貿易への悪

影響などから、世界経済の減速懸念が強まっています。

米国側のこれまでの経緯を振り返ると、トランプ政権が、中国の貿易赤字などを不当として、18年7月に産

業機械など340億米ドル相当の中国製品に25％の制裁関税を発動した後、同年8月に第2弾として半導体

など160億米ドル相当分、9月に第3弾として家電など2,000億米ドル相当分と、対象範囲を拡大しました。

今年8月初めには、トランプ大統領が、米中貿易交渉の停滞などを理由として、対中制裁関税第4弾の発

動を表明し、その後、クリスマス商戦への影響を考慮して、第4弾の一部製品への発動を12月15日に先送

りすると発表しました。これに対し、8月下旬に、中国政府が報復措置を発表したことで、米国も対抗措置と

して関税の上乗せを発表しました。9月の第4弾の一部発動で、追加関税の対象額は中国からの輸入全体

の約7割に達し、12月まで猶予したスマホなど1,650億米ドル相当分を発動すれば、ほぼ全額に追加関税を

かけることになります。

一方、中国はこれまで対米制裁関税第1～3弾として、米国からの輸入額（約1,500億米ドル）の約7割にあ

たる1,100億米ドル相当分に報復関税を発動しました。今年8月には、中国政府は、米国の制裁関税第4弾
への報復措置として、米国製品などへの関税上乗せを発表したほか、米国の制裁関税第4弾に対し、WTO
（世界貿易機関）に提訴すると9月2日に発表しました。

このように、米中相互に不信感が漂うなか、追加関税の応酬が続いています。ただし、貿易協議の合意を

求める声は世界で高まっており、米中は閣僚級の貿易協議を再開できるのか、今後の動きが注目されます。

米国と中国の追加関税

（報道など信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成）

※上記は過去のものおよび予定であり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

米国

中国

340
160

2000
合計約3000

（単位：億米ドル）

第1弾
産業機械
等に25％

第2弾
半導体等
に25％

第3弾を
25％に引き

上げ

第4弾
家電や衣料
等に15％

第3弾
家電等に

10％

第1～3弾の
25％を30％
に引き上げ

18年7月
第1弾

大豆等に
25％

第2弾
古紙等に

25％

第3弾を
10～25％に
引き上げ

第3弾
LNG等に
5～10％

第4弾※（19年9月と12月に実施）
これまで対象となった分を含め、750億米ドル分

の農産物や原油等に5～10％上乗せ

18年8月 18年9月 19年5月 19年6月 19年9月 19年10月（予）

第4弾
スマホ等に

15％

19年12月（予）
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※19年12月に米国産
の自動車・同部品に対
しても報復関税を復活
させる見込み

対中輸入額
約5500
億米ドル
（年間）

対米輸入額
約1500
億米ドル
（年間）
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